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事実の概要

　Ｙ（被告・被控訴人・上告人）は、発明の名称を「樹
脂フィルムの連続製造方法及び装置及び設備」と
する本件各特許権を有する特許権者である。Ｘ（原
告・控訴人・被上告人）は、平成 5年 12 月、Ｙが
有する本件各特許権につき独占的通常実施権の許
諾を受けて、本件各機械装置を製造し、平成 17
年 3 月頃から平成 20 年 2 月頃までの間、Ｙの競
合会社であるＺに対して本件各機械装置を販売し
た。そして、Ｚ（Ｘの補助参加人）は、同年 4月
頃以降、韓国内で本件各機械装置を使用して本件
各製品を製造し、これを日本及び米国に輸出等し
た。
　Ｘ・Ｚ間では、本件各機械装置の使用に関し、
第三者からの特許権行使により損害を被った場合
には、Ｘがその損害を補償する旨の合意がなされ
ている。
　Ｙは、平成 22 年、本件実施許諾契約にはＸが
前記通常実施権に基づき製造した機械装置をＹの
競合会社に販売することを禁止する特約が付され
ており、Ｚによる本件各製品の製造販売は本件発
明の米国特許権を侵害するものであるとして、Ｚ
に対して損害賠償請求を米国において提起した
（別件米国訴訟とする。）。この第一審では、平成 29
年 5 月、米国特許権の侵害が認められ、Ｚに対
して損害賠償を命ずる判決が下されている。
　本件は、このような状況において、Ｘが、Ｙに
対し、ＹのＺに対する本件各特許権の侵害を理由
とする不法行為に基づく損害賠償請求権が存在し

ないことの確認等を求めたものである。
　第一審（東京地判平 30・4・27〔平成 29 年（ワ）
28060 号〕）は、別件米国訴訟においてＺに対し
て損害賠償を命ずる判決が確定しＺがＹに対して
損害を賠償した場合には、ＸがＺから求償される
おそれがあることは否定し難いものの、本件の当
事者であるＸとＹとの間において、ＹのＺに対す
る本件損害賠償請求権が存在しないことを確認す
る判決が確定したとしても、その判決の既判力は
ＹとＺとの間に及ばないから、ＸがＺから求償さ
れるおそれを除去することはできないとして、確
認の利益を否定した。
　これに対して、原審（知財高判平 30・12・25〔平
成 30 年（ネ）10059 号〕）は、別件米国訴訟の結果、
ＸはＺに損害を補償しなければならない可能性が
高いこと、そしてＸがＹに対し、Ｘが補償するこ
とになる損害金相当額について、本件実施許諾契
約の債務不履行に基づく損害賠償請求をすること
になるが、この請求権の存否を導き出すにあたっ
ては、本件損害賠償請求権の存否の判断に要する
主要事実に係る認定及び法律判断と同様の認定事
実が必要になることから、本件損害賠償請求権が
存在しないことの確認を求めることは、ＸのＹに
対する権利ないし法律関係を明らかにし、その危
険または不安を除去するために有効適切なものと
いえるとして、確認の利益を認めた。Ｙが上告受
理申立て。

判決の要旨
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　一部棄却・一部破棄。
　「本件確認請求に係る訴えは、Ｘが、第三者で
あるＺのＹに対する債務の不存在の確認を求める
訴えであって、Ｘ自身の権利義務又は法的地位を
確認の対象とするものではなく、たとえ本件確認
請求を認容する判決が確定したとしても、その判
決の効力はＺとＹとの間には及ばず、ＹがＺに対
して本件損害賠償請求権を行使することは妨げら
れない。
　そして、ＹのＺに対する本件損害賠償請求権の
行使によりＺが損害を被った場合に、ＸがＺに対
し本件補償合意に基づきその損害を補償し、その
補償額についてＹに対し本件実施許諾契約の債務
不履行に基づく損害賠償請求をすることがあると
しても、実際に参加人の損害に対する補償を通じ
てＸに損害が発生するか否かは不確実であるし、
Ｘは、現実に同損害が発生したときに、Ｙに対し
て本件実施許諾契約の債務不履行に基づく損害賠
償請求訴訟を提起することができるのであるか
ら、本件損害賠償請求権が存在しない旨の確認判
決を得ることが、Ｘの権利又は法的地位への危険
又は不安を除去するために必要かつ適切であると
いうことはできない。なお、上記債務不履行に基
づく損害賠償請求と本件確認請求の主要事実に係
る認定判断が一部重なるからといって、同損害賠
償請求訴訟に先立ち、その認定判断を本件訴訟に
おいてあらかじめしておくことが必要かつ適切で
あるということもできない。
　以上によれば、本件確認請求に係る訴えは、確
認の利益を欠くものというべきである。」

判例の解説

　一　はじめに
　特許権侵害訴訟が提起される場合、特許権者が
原告となり、自らの特許権を侵害している疑義の
ある者を被告として差止請求や損害賠償請求等の
給付を求める訴えを提起するのが一般的である。
もっとも、訴えを提起する前に特許権者が権利侵
害警告を発したことなどで、特許紛争が生じてい
る場合には、これとは反対に被疑侵害者が原告と
なって特許権者を相手方として、特許権侵害に基
づく損害賠償請求権等を有しないことの確認を求
める訴えを提起することもある１）。この場合、特
許権者の権利行使によって、被疑侵害者の製品の

販売などが差し止められたり、損害賠償義務を負
うという法律上の地位に危険・不安があるものの、
確認の訴えのほかにはそれを除去するための手段
が存在しないからである（確認の訴えの補充性。後
述の①の観点）。特許権者と実施権特許権者との紛
争であれば、実施権者が特許権者に対して、特許
権侵害に基づく損害賠償請求権等を有しないこと
の確認や実施許諾契約に基づき特許権者の有する
技術を使用できる地位にあることの確認等が考え
られる（実際に本件でも、原審までは、これらの点
に確認の利益があるか否かが争われていた。）。
　本件では、特許権者Ｙと実施権者Ｘが当事者と
して訴訟で争ってはいるものの、その審判対象は
Ｙと第三者Ｚとの間の権利法律関係である。実施
権者Ｘがこのような訴えを提起するのは、自らの
取引先Ｚが特許権者Ｙから別件米国訴訟で訴えら
れたことに対抗すること、換言すれば、将来にお
いて、Ｚが米国訴訟で損害を賠償した場合、Ｘが
Ｚに同損害を補償したとき、Ｘが、同補償額につ
いてのＹに対する本件実施契約の債務不履行に基
づく損害賠償請求をめぐる紛争を事前に回避する
ことにその目的がある。このようにＸは、訴訟当
事者間の権利法律関係にとどまらず、本判決の既
判力の及ばないＹとＺとの間の権利法律関係（民
訴 115 条 1 項 1 号）の確認を求めており、訴訟当
事者（ＸとＹ）と訴訟物である損害賠償請求権に
ついての実体法上の当事者（ＹとＺ）が異なって
いることから、確認の利益が認められるか否かが
問題となる。

　二　確認の利益
　確認の訴えとは、特定の権利法律関係の存否を
確認する判決を求める訴えをいう。一般に、訴え
において何を訴訟物とするかは、処分権主義の下
では原告の意思によって定められる。しかし、給
付の訴えにおいて訴訟物が実体法上の給付請求権
に限定されるのとは異なり、確認の訴えでは確認
の対象が性質上無限定であり、また、ここで下さ
れる判決には既判力が認められるだけであり、執
行力等は認められない。したがって、訴えの利益
によって真に本案判決をする必要性があるか否か
を限定する必要がある。これを確認の利益という。
　確認の利益は、「現に、原告の有する権利また
は法律的地位に危険または不安が存在し、これを
除去するため被告に対し確認判決を得ることが必
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要かつ適切な場合に限り、許される」ものとされ
ている（最判昭 30・12・26 民集 9巻 14 号 2082 頁）。
そして、この有無を判断するため、①解決手段と
して確認の訴えを選択することが適切か（方法選
択の適否）、②訴訟物たる確認対象の選択が適切
か（対象選択の適否）、および③解決すべき紛争が
確認判決によって即時に解決しなければならない
ほどに切迫し成熟したものか（即時確定の利益・
紛争の成熟性）という観点から考察されるのが一
般的である２）。そして③については、さらに被告
が原告の地位に与える危険・不安の態様と不安に
曝される原告の利益ないし地位の現実性という 2
つの観点から論じることができる３）。
　上記の観点のうち本件で考察されなければなら
ないのは、まず、Ｘは相手方当事者Ｙとの間の権
利法律関係ではなく、Ｙが第三者Ｚに対して損害
賠償請求権を有しないことの確認を求めているこ
とから、確認対象として適切か否か（②の観点）、
次に、別件米国訴訟が確定しておらず、この補償
を通じてＸにいまだ損害が生じていない結果、こ
れに起因するＸのＹに対する債務不履行に基づく
損害賠償請求権の発生が不確実な状況であること
から、即時確定の利益があるか否か（③の観点）、
である。

　三　当事者の一方と第三者の間の権利法律
　　　関係の確認（②の観点）
　確認の対象となる権利法律関係は、原告と被告
との間のものである場合が多い。しかし、これに
限定されることなく、当事者の一方と訴外人との
間の権利法律関係の存否でも、それを確認するこ
とによって被告に対する関係で、原告の法律上の
地位の安定が得られるのであれば、それを確認の
対象とすることができると解すべきである４）。原
告の地位の危険・不安を除去するためには、第三
者との間の権利法律関係の確認を求めることが有
効適切とされることもあるからである。この場合
には、裁判所が訴訟物から相対的に離れて、紛争
の実態・経緯を見たうえで、当該訴訟物につき判
決することが、原告が真に保護を求めている地位
の安定に役立つか否か、検討されなければならな
い５）。
　最高裁は、請求認容判決が確定しても、その判
決の効力はＺＹ間には及ばず、Ｙが参加人に対し
て本件損害賠償請求権を行使することは妨げられ

ないとして、確認の利益を否定する。この見解を
貫徹すれば、既判力は第三者には及ばないのであ
り、そもそも第三者との間の権利法律関係の確認
を求めることは認められないこととなる。また、
第一審も、ＹＺ間の権利法律関係が確定したとし
ても、その判決の既判力はＸＺ間には及ばないか
ら、ＸがＺから求償される恐れを除去することは
できないとして、この観点をもってのみ確認の利
益を否定する。これに対して原審は、ＹのＺに対
する本件損害賠償請求権の行使でＺが損害を被っ
た場合には、Ｘは本件補償合意に基づきその損害
をＺに補償しなければならず、これについてはＹ
に本件実施許諾契約の債務不履行に基づく損害賠
償請求をすることになるが、その存否の判断には、
本件損害賠償請求権の存否の判断に要する主要事
実に係る認定及び判断と同様の認定が必要になる
から、ＹＺ間で本件損害賠償請求権が存在しない
ことの確認を求めることは、ＸのＹに対する権利
法律関係を明らかにし、その危険・不安を除去す
るために有効適切と判断している。ここでは、既
判力に囚われることなく、紛争の実態（ＸＹＺ間
の権利法律関係）を把握したうえで、Ｘの地位の
安定に役立つか否かを検討し、確認の利益を肯定
している。
　本件のように特定の特許権についての紛争が、
特許権者・実施権者間だけではなく、実施権者の
取引先にも及んでいる場合、紛争を抜本的に解決
するためには、紛争の実態・経緯まで見たうえで
三者間での権利法律関係を明らかにすることが必
要である。ＹＺ間の本件損害賠償請求権の存否は、
ＺＸ間の求償請求権の存否、ひいてはＸＹ間の債
務不履行に基づく損害賠償請求権の存否の基礎と
なっており、この確認により三者間の権利法律関
係を抜本的に解決することが必要である。また、
少なくとも本件では、Ｚが補助参加していること
で、当事者と同等とはいえないものの、Ｚの手続
保障が確保されたうえでの権利法律関係の確認が
期待できるのであり、単に既判力を理由として確
認対象を限定的にとらえる必要はないものと思わ
れる。

　四　即時確定の利益（③の観点）
　確認の訴えは、他の訴えとは異なって無限定で
あり、しかも訴訟当事者間の権利法律関係以外も
対象となりうると解すると、真に解決する必要性
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があり、かつ解決に値する紛争に限定して訴え提
起が認められる必要がある。それ故、解決すべき
紛争が確認判決によって即時に解決しなければな
らないほどに切迫し成熟したものといえるかが検
討されなければならない。これについては、被告
が原告の地位に与える危険・不安の態様と危険・
不安に曝される原告の地位の現実性という 2つ
の観点から考察される。
　本件では、ＹのＺに対する本件損害賠償請求権
の行使によりＺが損害を被った場合には、ＸがＺ
に対して本件補償合意に基づきその損害を補償
し、その補償額についてはＹに対し本件実施許諾
契約の債務不履行に基づく損害賠償を請求するこ
とになることから、当事者間に法的な紛争があり、
危険・不安自体は存在する６）。しかし、この危険・
不安は、ＹのＺに対する本件損害賠償請求権が認
められ、さらに同損害についてＸが補償すること
を前提としていることから、いまだ別件米国訴訟
で本件損害賠償請求権の存否につき黒白ついてお
らず、補償を通じてＸに損害が発生するか不明な
段階で訴えを認めるべきか、危険に晒される原告
の地位の現実性が検討されなければならない。
　確認判決によって除去されるべき原告の法的地
位は、法的保護に値するほどの具体的・現実的な
ものでなければならない。たとえば、遺言者が生
存中に受遺者に対して遺言の無効確認を求める場
合（最判昭 31・10・4民集 10 巻 10 号 1229 頁）、推
定相続人が被相続人と第三者との間の土地売買契
約の無効確認を被相続人の生前にする場合（最判
昭 30・12・26 民集 9 巻 14 号 2082 頁）等には、確
認の利益は否定される。
　本件で最高裁は、「実際にＺの損害に対する補
償を通じてＸに損害が発生するか否かは不確実で
あるし、Ｘは、現実に同損害が発生したときに、
上告人に対して本件実施許諾契約の債務不履行に
基づく損害賠償請求を提起できる」ことを理由に、
即時確定の利益を否定する。また、最高裁はＹＺ
間の権利法律関係については確認対象の適格性を
否定しており、これを前提とすれば、このような
事柄について確認をしてみたところでＸの危険・
不安の除去には繋がらず、即時確定の利益も否定
されることになろう。しかし本件は、最高裁もほ
のめかしているとおり、米国訴訟の第一審では既
にＹＺ間の損害賠償請求権を認めており、これが
確定してＺが損害を被った場合には、Ｘが同損害

を補償し、これについてはＹに対して損害賠償請
求する蓋然性が決して低くはない事案である。し
たがって、原審が述べるとおり、確認対象の適格
性を認めた場合には、Ｘには現実の危険・不安が
生じており、これを除去する必要性が高い事案と
評価できる。

　五　おわりに
　一般に、特許権をめぐる紛争は拡散化（国際化）
することが少なくないが、本件も特許権者・実施
権者間にとどまらず、その取引先まで及び、また
訴訟の舞台は国内にとどまらず、米国にまで及び、
別件米国訴訟において長期間にわたり争われてい
る。さらに、米国訴訟の当否をめぐって別件大阪
訴訟まで提起されており、紛争の長期化及び複雑
化が著しい事件といえる。その紛争の根源となっ
ているのが、ＹＺ間の本件損害賠償請求権の存否
であり、これを明らかにすることでＸＹＺ間の紛
争は抜本的かつ一挙的に解決されうるのである。
そのためにも確認の利益を認めるべきであり、こ
のような結論を導き出すことも理論上可能な事案
であるといえよう。

●――注
１）高林龍『標準特許法〔第 6版〕』（有斐閣、2017 年）301 頁。
２）なお、さらに④被告とされている者が確認判決の名宛
人として適切か（被告選択の適否）という観点も確認の
利益の判断要素となりえるが、これは実質的には当事者
適格の問題であり、一般には①～③の観点から確認の利
益が判断される。

３）新堂幸司『新民事訴訟法〔第 6版〕』（弘文堂、2019 年）
270 頁。

４）新堂・前掲注３）273 頁、高橋宏志『重点講義民事訴
訟法上〔第 2 版補訂版〕』（有斐閣、2013 年）373 頁、
中野貞一郎ほか『新民事訴訟法講義〔第 3版〕』（有斐閣、
2018 年）165 頁。典型事例として、2番抵当権者が 1番
抵当権者を被告として 1番抵当権の被担保債権の消滅の
確認を求める場合、および自称債権者間で債権の帰属が
争われる場合に、原告（自称債権者）が、債務者に対し
て自己が債権者であることの確認を別の債権者である被
告に求めるときなどがある。ただし、広島高松江支判昭
48・8・31 判タ 307 号 195 頁は、既判力を理由に第三者
との間の権利法律関係について、確認の利益を否定する。

５）高橋・前掲注４）373 頁。
６）当事者間に法的紛争がある場合以外にも、時効完成猶予・
更新の必要がある場合、および公簿の記載を訂正するた
めに必要な場合等にも認められる。


